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独立行政法人国民生活センターの中期計画の一部変更について 
                                                   独立行政法人国民生活センター 

現     行 改   正   案 
 
 

（略） 
 
２．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に

関する目標を達成するためとるべき措置 
 
 
    （中略） 
 
（１）消費生活情報の収集 

①ＰＩＯ－ＮＥＴの運営 

センター及び地方センターへの苦情相談が大幅に増加

する中、ＰＩＯ－ＮＥＴ（全国消費生活情報ネットワー

ク・システム）の運営の効率化と情報提供の迅速化を図る

ため、ＰＩＯ－ＮＥＴのホストコンピュータシステムの見

直しに着手するとともに、相談カード体系及び入力方法等

の改善を図ることにより、相談受付からＰＩＯ－ＮＥＴ登

録までの１件当たり平均所要日数を、15％以上短縮する。

   利用者がＰＩＯ－ＮＥＴに登録された苦情相談の傾向

及び特徴について随時知ることができる「消費生活相談デ

ータベース」については、1週間以内ごとにデータを更新

する。 

 

 
 

（略） 
 
２．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に

関する目標を達成するためとるべき措置 
 
 
    （中略） 
 
（１）消費生活情報の収集 

①ＰＩＯ－ＮＥＴの運営 

センター及び地方センターへの苦情相談が大幅に増加す

る中、ＰＩＯ－ＮＥＴ（全国消費生活情報ネットワーク・

システム）の運営の効率化と情報の迅速化を図るため、Ｐ

ＩＯ－ＮＥＴのホストコンピュータシステムの見直しに着

手するとともに、端末等の一元的な整備・管理を行う。ま

た、相談カード体系及び入力方法等の改善を図ることによ

り、相談受付からＰＩＯ－ＮＥＴ登録までの 1 件当たり平

均所要日数を、15％以上短縮する。 
利用者がＰＩＯ－ＮＥＴに登録された苦情相談の傾向及

び特徴について随時知ることができる「消費生活相談デー

タベース」については、1週間以内ごとにデータを更新する。 
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現     行 改   正   案 
 
７．その他内閣府令で定める業務運営に関する事項 
 
（１）施設・設備に関する計画  

なし 
  
 （２）人事に関する計画 
  ① 方 針 
   １）業務運営の効率化により、常勤職員の増加抑制に努

める。 
   ２）個人情報保護法の施行に係る相談及び研修に対応す

るための人員の確保を図る。 
 
  ② 人員に係る指標 
    期末の常勤職員は、期首１２６人に対して１２３人以

内とする。なお、上記２）を除外した場合にあっては中

期計画期間中６人削減する。 
 
 （３）積立金の処分に関する事項 
     なし 
 
 

 

 

 
７．その他内閣府令で定める業務運営に関する事項 
 
（１）施設・設備に関する計画  

なし 
  
 （２）人事に関する計画 
  ① 方 針 
   １）業務運営の効率化により、常勤職員の増加抑制に努

める。 
   ２）個人情報保護法の施行に係る相談及び研修に対応す

るための人員の確保を図る。 
 
  ② 人員に係る指標 
    期末の常勤職員は、期首１２６人に対して１２３人以

内とする。なお、上記２）を除外した場合にあっては中

期計画期間中６人削減する。 
 
 （３）中期目標期間を超える債務負担 
    平成 17 年度から平成 21 年度までのコンピュータの賃

貸借 
 
 （４）積立金の処分に関する事項 
     なし 
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現     行 改   正   案 
別 紙 １

中 期 計 画 予 算 
 

平成 15 年度～平成 19 年度 
（単位：百万円） 

区   別 金   額 
収入 
 運営費交付金 
 事業収入等 
 その他の収入 
 

計 

１０，７２８

１，１４０

６８

１１，９３６

支出 
 業務経費 
 一般管理費 
 人件費 
 その他の支出 
 

計 

４，５７４

１，１３６

６，１５８

６８

１１，９３６

 
 
 
【人件費の見積り】 
  期間中総額４，９４８百万円を支出する。 
  但し、上記の額は、役員報酬並びに職員基本給、職員諸手当及び超過

勤務手当に相当する範囲の費用である。 
 
 
 
 

別 紙 １ 
中 期 計 画 予 算 

 
平成 15 年度～平成 19 年度 

（単位：百万円） 
区   別 金   額 

収入 
 運営費交付金 
 事業収入等 
 その他の収入 
 

計 

 
１２，５８６ 
１，１４０ 

６８ 
 

１３，７９４ 
支出 
 業務経費 
 一般管理費 
 人件費 
 その他の支出 
 

計 

 
６，４３２ 
１，１３６ 
６，１５８ 

６８ 
 

１３，７９４ 
【注記】 

１．各欄積算と合計額の数字は、四捨五入の関係で一致しないことがあ

る。 
  ２．平成１７年度以降の業務経費については、全国消費生活情報ネット

ワーク・システムの管理・運営に係る経費を追加している。 
 
【人件費の見積り】 
  期間中総額４，９４８百万円を支出する。 
  但し、上記の額は、役員報酬並びに職員基本給、職員諸手当及び超過勤

務手当に相当する範囲の費用である。 
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現     行 改   正   案 
別 紙 ２

収 支 計 画 
 

平成 15 年度～平成 19 年度 
（単位：百万円） 

区     別 金     額 
費用の部 
 経常費用 
  業務経費 
  一般管理費 
  人件費 
  減価償却費 
 財務費用 
 臨時損失 
 
収益の部 
 運営費交付金収益 
 事業収入等 
 資産見返運営費交付金戻入 
 臨時利益 
 
純利益 
目的積立金取崩 
総利益 

１１，８６８

１１，８６８

４，５７４

１，１３６

６，１５８

         －

－

－

１１，８６８

１０，７２８

１，１４０

－

－

０

－

０

【注記】 
  当法人における退職手当については、役員退職手当支給規程及び職員

退職手当支給規程に基づいて支給することとなるが、その全額について、

運営費交付金を財源とするものと想定している。 

別 紙 ２ 
収 支 計 画 

 
平成 15 年度～平成 19 年度 

（単位：百万円） 
区     別 金     額 

費用の部 
 経常費用 
  業務経費 
  一般管理費 
  人件費 
  減価償却費 
 財務費用 
 臨時損失 
 
収益の部 
 運営費交付金収益 
 事業収入等 
 資産見返運営費交付金戻入 
 臨時利益 
 
純利益 
目的積立金取崩 
総利益 

  

１３，７２６

１３，７２６

６，４３２

１，１３６

６，１５８

         －

－

－

１３，７２６

１２，５８６

１，１４０

－

－

０

－

０

【注記】 
１．各欄積算と合計額の数字は、四捨五入の関係で一致しないことがあ

る。 
２．当法人における退職手当については、役員退職手当支給規程及び職

員退職手当支給規程に基づいて支給することとなるが、その全額につ

いて、運営費交付金を財源とするものと想定している。 
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現     行 改   正   案 
別 紙 ３

資 金 計 画 
 

平成 15 年度～平成 19 年度 
（単位：百万円） 

区     別 金     額 
資金支出 
 業務活動による支出 
 投資活動による支出 
 財務活動による支出 
 次期中期目標の期間への繰越金 
 
資金収入 
 業務活動による収入 
  運営費交付金による収入 
  事業収入等 
 投資活動による収入 
 財務活動による収入 
前期中期目標の期間よりの繰越金

１１，９３６

１１，８６８

６４

４

０

１１，９３６

１１，８６８

１０，７２８

１，１４０

４

６４

０

 
 
 
 
 
 
 

別 紙 ３ 
資 金 計 画 

 
平成 15 年度～平成 19 年度 

（単位：百万円） 
区     別 金     額 

資金支出 
 業務活動による支出 
 投資活動による支出 
 財務活動による支出 
 次期中期目標の期間への繰越金 
 
資金収入 
 業務活動による収入 
  運営費交付金による収入 
  事業収入等 
 投資活動による収入 
 財務活動による収入 

前期中期目標の期間よりの繰越金

１３，７９４ 
１３，７２６ 

６４ 
４ 
０ 

 
１３，７９４ 
１３，７２６ 
１２，５８６ 

１，１４０ 
４ 

６４ 
０ 

 
 
【注記】各欄積算と合計額の数字は、四捨五入の関係で一致しないことがあ

る。 
 
 
 
 

 










